
 

 

 

 

 

岡山市地域防災計画「新旧対照表」 

（風水害等対策編） 
 

 

 

 

※修正部分は、下線で示しています。 
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頁 修正前 修正後 修正理由 
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第１部 総則編 

第１章 総則 

第１節～第３節（略） 

第４節 災害の想定 

１（略） 

２ 岡山市被災想定調査（令和４年５月） 

岡山市は、令和４年５月に被災想定調査を実施し、災害種別ごとの立

退避難者を算出し、南海トラフ巨大地震発生時の避難者数について時点

修正を行った。また、地域特性を考慮するため、町丁目ごとに立退避難

者が最大となる災害を判定し、それらを集計することで、最大立退避難

者数を算出した。 

 これらの結果を踏まえ、今後、避難場所の不足が想定される地域につ

いて十分な避難場所を確保できるよう、既存避難場所の利用可能スペー

スの拡大や、協定締結等による避難場所の確保に取り組んでいく。加え

て、備蓄物資の見直しや確保、避難指示等の判断・伝達マニュアルの修

正を行う際の基礎資料とする。 

 被災想定の実施に当たっては、ハザードマップで示している浸水想定

区域・土砂災害警戒区域、及び住民基本台帳、固定資産台帳等を利用

し、各区域内の住家数、居住者数を算出した。また、洪水・高潮の避難

者数の算出は、浸水時に垂直避難が可能な方は除くものとした。 

（略） 

第５節（略） 

第２章 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

第１節（略） 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１～５（略） 

第１部 総則編 

第１章 総則 

第１節～第３節（略） 

第４節 災害の想定 

１（略） 

２ 岡山市被災想定調査（令和４年５月） 

岡山市は、令和４年５月に被災想定調査を実施し、町丁目ごと、災害

種別ごとの住家被害数や立退避難者数を算出し、南海トラフ巨大地震発

生時の避難者数について時点修正を行った。また、地域特性を考慮する

ため、町丁目ごとに立退避難者数が最大となる災害を判定し、それらを

集計することで、得られる最大立退避難者数に加え、災害種別ごとの避

難者数も考慮のうえ、今後、避難場所の不足が想定される地域について

十分な避難場所を確保できるよう、既存避難場所の利用可能スペースの

拡大や、協定締結等による避難場所の確保に取り組んでいく。加えて、

備蓄物資の見直しや確保、避難指示等の判断・伝達マニュアルの修正を

行う際の基礎資料とする。 

被災想定の実施に当たっては、ハザードマップで示している浸水想定

区域・土砂災害警戒区域、及び住民基本台帳、固定資産台帳等を利用

し、各区域内の住家数、居住者数を算出した。また、洪水・高潮の避難

者数の算出は、浸水時に垂直避難が可能な方は除くものとした。 

（略） 

第５節（略） 

第２章 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

第１節（略） 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１～５（略） 

 

 

 

 

 

 

表現の具体化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

 

14 
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６ 自衛隊 

[陸上自衛隊（第 13特科隊等）] 

（略） 

７ 指定公共機関 

（略） 

【日本赤十字社（岡山県支部）】（以下、「日赤県支部」という。）」 

①（略） 

②緊急救護に適する救助物資（毛布・緊急セット等）を備蓄し、災害時

に被災者に対し給付する。 

③～④（略） 

⑤義援金の募集及び配布についての協力を行う。 

（略） 

８ 指定地方公共機関 

（略） 

【公益社団法人岡山県医師会（以下、「県医師会」という。）】 

①～③（略） 

④日本医師会の編成する災害医療チームの活動を調整する。 

 

（新規） 

 

 

 

９ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者 

【岡山市内医師会連合会（以下、「岡医連」という。）】 

【一般社団法人岡山市医師会（以下、「市医師会」という。）】 

①医療救護班の編成及び出動体制の整備並びに災害現場への派遣に関す

ること。 

②傷病者に対する応急処置及び重症者等の後方医療施設への転送の要否 

６ 自衛隊 

[陸上自衛隊（中部方面特科連隊第３大隊等）] 

（略） 

７ 指定公共機関 

（略） 

【日本赤十字社（岡山県支部）】（以下、「日赤県支部」という。）」 

①（略） 

②緊急救護に適する救助物資（毛布・緊急セット（日用品等））を備蓄

し、災害時に被災者に対し給付する。 

③～④（略） 

⑤義援金の募集を行う。 

（略） 

８ 指定地方公共機関 

（略） 

【公益社団法人岡山県医師会（以下、「県医師会」という。）】 

①～③（略） 

④日本医師会の編成する災害医療チーム（ＪＭＡＴ）の活動を調整す

る。 

[社会福祉法人岡山県社会福祉協議会] 

①被災地域において、ボランティアセンターの支援を行う。 

②岡山県災害派遣福祉チーム（岡山ＤＷＡＴ）の派遣を行う。 

③被災生活困窮者に対する生活福祉資金の貸付を行う。 

９ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者 

【岡山市内医師会連合会（以下、「岡医連」という。）】 

【一般社団法人岡山市医師会（以下、「市医師会」という。）】 

【岡山市薬剤師会】 

【公益社団法人岡山県看護協会】 

①災害時における医療救護活動に協力する。 

時点修正 
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・順位の決定並びに死亡の確認に関すること。 

【一般社団法人岡山県病院協会岡山支部】 

①後方医療施設となる病院に対する連絡調整に関すること。 

【岡山市内歯科医師会連合会】 

①災害時の歯科治療に協力する。 

②遺体の身元確認に係る法歯科医の情報提供と連絡調整を行う。 

【岡山市薬剤師会】 

①医療品を中心とした医療救護活動に協力する。 

②被災地内の衛生環境整備を支援する。 

③災害時における医療救護活動に協力する。 

【公益社団法人岡山県看護協会】 

①医療及び助産活動に協力する。 

②防疫その他保健衛生活動に協力する。 

③災害時における医療救護活動に協力する。 

【災害拠点病院】 

（略） 

【おかやまＤＭＡＴ】 

（略） 

第３章～第４章（略） 

 

第２部 災害予防計画 

第１章 防災業務施設・設備等の整備 

第１節～第４節（略） 

第５節 救助施設・設備 

第 1項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 

 

（削除） 

 

【岡山市内歯科医師会連合会】 

①災害時における医療救護活動に協力する。 

②遺体の身元確認に係る法歯科医の情報提供と連絡調整を行う。 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

【災害拠点病院】 

（略） 

【災害派遣医療チームＤＭＡＴ】 

（略） 

第３章～第４章（略） 

 

第２部 災害予防計画 

第１章 防災業務施設・設備等の整備 

第１節～第４節（略） 

第５節 救助施設・設備 

第 1項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 
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35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38 

 

 

 

 

①～⑪（略） 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

(1)指定避難所の選定及び指定 

1)（略） 

2)福祉避難所（要配慮者に配慮した避難所） 

ア 福祉避難所の定義 

指定避難所のうち、要配慮者を滞在させることを想定した施設で、要

配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災

害発生時に要配慮者が相談等を受けることができる体制が整備され、要

配慮者に必要な居室が可能な限り確保される施設をいう。 

イ（略） 

(2)～(6)（略） 

第６節 医療救護用資機材等 

第１項 関係機関の役割の例 

【市】 

・応急救護用医薬品・医療資機材等の確保 

第２項（略） 

第７節（略） 

第２章 防災業務体制の整備 

第１節（略） 

①～⑪（略） 

⑫在宅避難者が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れるこ

とが困難となる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避

難者等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支援のための拠点を設置す

ること等、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努めるものとする。 

⑬やむを得ず、車中泊により、避難生活を送る避難者が発生する場合に

備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペ

ースを設置すること等、車中泊避難者の支援方策を検討するよう努める

ものとする。その際、車中泊を行うに当たっての健康上の留意点等の広

報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

(1) 指定避難所の選定及び指定 

1)（略） 

2)福祉避難所（要配慮者に配慮した避難所） 

ア 福祉避難所の定義 

要配慮者を滞在させることを想定した施設で、要配慮者の円滑な利用

を確保するための措置が講じられており、また、災害発生時に要配慮者

が相談等を受けることができる体制が整備され、要配慮者に必要な居室

が可能な限り確保される施設をいう。 

イ（略） 

(2)～(6)（略） 

第６節 医療救護用資機材等 

第１項 関係機関の役割の例 

【市】 

・応急救護用医薬品・医療資機材等の調達 

第２項（略） 

第７節（略） 

第２章 防災業務体制の整備 

第１節（略） 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

44 

 

 

第２節 情報収集・連絡体制 

第１項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 

①～⑥（略） 

⑦災害時の情報通信手段の確保のため、その整備・運用・管理等に当た

っては、次の点を考慮する。 

ア～エ（略） 

オ 非常用電源設備を整備するとともに、その運用保守点検の実施、的

確な操作の徹底、専門的な知見・技術を基に浸水する危険性が低い堅ろ

うな場所への設置等 

【県】（略） 

第３節 防災関係機関相互の連携体制 

第 1項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 

①～⑦（略） 

⑧訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入

れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努め

る。 

 

 

 

 

⑨～⑪（略） 

（新規） 

 

 

第２節 情報収集・連絡体制 

第 1項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 

①～⑥（略） 

⑦災害時の情報通信手段の確保のため、その整備・運用・管理等に当た

っては、次の点を考慮する。 

ア～エ（略） 

オ 非常用電源設備を整備するとともに、その運用保守点検の実施、的

確な操作の徹底、専門的な知見・技術を基に耐震性があり、かつ浸水す

る危険性が低い堅ろうな場所への設置等。 

【県】（略） 

第３節 防災関係機関相互の連携体制 

第 1項（略） 

第２項 実施内容 

【市】 

①～⑦（略） 

⑧訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入

れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努め

る。 

また、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となった場合も想定して、

応援職員等に対して紹介できるホテル・旅館、公共施設の空きスペー

ス、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所として活用可能

な施設等のリスト化に努めるものとする。 

⑨～⑪（略） 

⑫市は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、

地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状

況を把握した上で、関係者が連携して被災者に対するきめ細やかな支援

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

 

 

 

【県】①～②（略） 

③医療の応援について、近隣都道府県間における協定の締結を促進する

など医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、災害派遣医療チー

ム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実践的な訓練・研修等を通じて、ドクター

ヘリの災害時における運用要領の策定や複数機のドクターヘリ等が離着

陸可能な参集拠点等を確保する等、運用体制の構築を図るなど、救急医

療活動等の支援体制の整備に努める。 

 

 

④(略) 

第４節（略） 

 

第３章 自然災害予防対策 

第１節～第２節（略） 

第３節 土砂災害防止対策 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１～４（略） 

５ 防災工事の実施 

【市】 

(1)～(3)（略） 

（新規） 

 

 

 

 

を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に努め

る。 

【県】①～②（略） 

③医療の応援について、近隣都道府県間における協定の締結を促進する

など医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、災害医療コーディ

ネーター、災害時小児周産期リエゾン、災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、災害支援ナースの充実強化

や実践的な訓練・研修等を通じて、ドクターヘリの災害時における運用

要領の策定や複数機のドクターヘリ等が離着陸可能な参集拠点等を確保

する等、運用体制の構築を図るなど、救急医療活動等の支援体制の整備

に努める。 

④（略） 

第４節（略） 

 

第３章 自然災害予防対策 

第１節～第２節（略） 

第３節 土砂災害防止対策 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１～４（略） 

５ 防災工事の実施 

【市】 

(1)～(3)（略） 

(4)盛土等による災害の防止対策 

市は、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく既存盛土等に関する調

査を実施し、必要に応じ把握した盛土等について、安全性把握のための

詳細調査や経過観察等を行う。 

 また、市は、崩落の危険がある盛土等を発見した場合は、宅地造成及

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100 

 

 

 

第４節～第５節（略） 

第６節 ため池等農地防災対策 

第１項 方針 

本市は市域の 11％を超える 8,928ha(2015 農林業センサス)という全国

有数の経営耕地を誇っており、このため農業用排水路・ため池・排水機

場等数多くの農業用施設を抱えている。老朽化したため池・排水機場等

農業用施設の改修は、農用地及び農業用施設の災害を未然に防止し、農

業生産の維持及び農業経営の安定に資することはもとより、混住化した

住宅地の治水対策も担っているため、重要である。 

第２項～第３項（略） 

第７節～第１１節（略） 

第４章～第５章（略） 

 

第６章 防災活動の環境整備  

第１節（略） 

第２節 防災知識の普及 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 防災教育 

【市】 

(1)住民に対する防災教育 

①～②（略） 

③防災知識の普及の際には、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦

等の要配慮者等に十分配慮し、地域において要配慮者等を支援する体制

が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等の防

び特定盛土等規制法などの各法令に基づき、速やかに監督処分や撤去命

令等の行政処分等の盛土等に伴う災害を防止するために必要な措置を行

う。 

第４節～第５節（略） 

第６節 ため池等農地防災対策 

第１項 方針 

本市は市域の 11％を超える 9,395ha(2020 農林業センサス)という全国

有数の経営耕地を誇っており、このため農業用排水路・ため池・排水機

場等数多くの農業用施設を抱えている。老朽化したため池・排水機場等

農業用施設の改修は、農用地及び農業用施設の災害を未然に防止し、農

業生産の維持及び農業経営の安定に資することはもとより、混住化した

住宅地の治水対策も担っているため、重要である。 

第２項～第３項（略） 

第７節～第１１節（略） 

第４章～第５章（略） 

 

第６章 防災活動の環境整備  

第１節（略） 

第２節 防災知識の普及 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 防災教育 

【市】 

(1)住民に対する防災教育 

①～②（略） 

③防災知識の普及の際には、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦

等の要配慮者等に十分配慮し、地域において要配慮者等を支援する体制

が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違いや家庭

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合
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102 

 

 

 

 

103 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災知識の普及を図る。 

 

④～⑦（略） 

(2)～(3)（略） 

【県】（略） 

２（略） 

３ 災害ボランティア活動のための環境整備 

【市】 

①～④（略） 

（新規） 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物の飼養の有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努めるも

のとする等の防災知識の普及を図る。 

④～⑦（略） 

(2)～(3)（略） 

【県】（略） 

２（略） 

３ 災害ボランティア活動のための環境整備 

【市】  

①～④（略） 

⑤災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、災害ボランティ

アセンターを運営する社会福祉協議会との役割分担等を定めるよう努め

る。特に、災害ボランティアセンターの設置予定場所については、あら

かじめ明確化しておくよう努める 

 

〇災害ボランティアセンター候補施設 

 

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 施設名（所在地）

北区

中区

東区

南区

〇岡山市役所（大供一丁目１－１）
〇北区役所（大供一丁目１－１）
〇岡山市保健福祉会館（鹿田町一丁目１－１）
〇北長瀬未来ふれあい総合公園（北長瀬一丁目）

〇岡山ふれあいセンター（桑野７１５－２）

〇東区役所（西大寺南一丁目２－４）
〇西大寺緑花公園・百花プラザ（西大寺南一丁目２－３）

〇南区役所（浦安南町４９５－５）
〇浦安総合公園（浦安南町４９３－２）
〇ウェルポートなださき（片岡１５９－１）
〇灘崎総合公園（片岡１１９－１)
〇灘崎支所（片岡２０７）
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111 

 

 

 

 

 

 

 

 

112 

 

 

 

 

 

 

 

【日赤県支部・社会福祉協議会】 

（略） 

４（略） 

第３節～第５節（略） 

第６節 災害教訓の伝承 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

【市・県】 

過去に起こった大災害の教訓を風化させないよう確実に後世に伝えて

いくため、調査分析結果や映像を含めた各資料をアーカイブとして広く

収集・整理し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できる

よう地図情報その他の方法により公開に努める。また、防災教育等を通

じて、既存の災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後

世に伝え、二度と同じことが繰り返されないよう防災意識の向上に努め

る。 

【住民】（略） 

第７章 要配慮者の安全確保計画 

第１項 方針 

 高齢者、障害者等の要配慮者について、その状況を把握し防災知識の

普及を図るとともに、緊急時に備え、要配慮者及びその保護者等との連

絡体制、状況の確認方法等の整備・把握に努める。 

（新規） 

 

 

 

（略） 

第２項（略） 

第３項 実施内容 

【日赤県支部・社会福祉協議会】 

（略） 

第３節～第５節（略） 

第６節 災害教訓の伝承 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

【市・県】 

過去に起こった大災害の教訓を風化させないよう確実に後世に伝えて

いくため、調査分析結果や映像を含めた各資料をアーカイブとして広く

収集・整理し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できる

よう地図情報その他の方法により公開に努める。また、防災教育等を通

じて、既存の災害に関する石碑やモニュメント等、自然災害伝承碑等の

持つ意味を正しく後世に伝え、二度と同じことが繰り返されないよう防

災意識の向上に努める。 

【住民】（略） 

第７章 要配慮者の安全確保計画 

第１項 方針 

高齢者、障害者等の要配慮者について、その状況を把握し防災知識の

普及を図るとともに、緊急時に備え、要配慮者及びその保護者等との連

絡体制、状況の確認方法等の整備・把握に努める。 

災害発生時における要配慮者への支援を適切かつ円滑に実施するた

め、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を踏まえ、市

における避難行動要支援者の避難支援対策の基本的な考え方や進め方を

明らかにした「岡山市要配慮者避難支援全体計画」により対応する。 

（略） 

第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

表現の具体化 
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113 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

【市】（略） 

(1)避難支援者等関係者 

以下に挙げる団体及び個人に対し、避難行動要支援者本人又は親権

者、法定代理人等から書面による同意を得た者の名簿情報を提供する。 

ただし、災害発生時や災害が発生するおそれがある場合には、災害種

別や規模等を総合的に勘案した上で、当該同意の有無にかかわらず、名

簿情報を提供する。 

①岡山市消防局 

②岡山市消防団 

③岡山県警察 

④民生委員児童委員 

⑤（社福）岡山市社会福祉協議会 

⑥自主防災組織 

⑦安全・安心ネットワーク 

⑧町内会等 

（新規） 

⑨その他、避難支援等の実施に携わる関係者として市長が必要と認める

者 

(2)～(8)略 

２～８（略） 

 

第８章 防災対策の整備・推進 

第１節  防災に関する調査研究の推進 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 危険地域の実態把握 

【市】 

【市】（略） 

(1)避難支援者等関係者 

以下に挙げる団体及び個人に対し、避難行動要支援者本人又は親権

者、法定代理人等から書面による同意を得た者の名簿情報を提供する。 

ただし、災害発生時や災害が発生するおそれがある場合には、災害種

別や規模等を総合的に勘案した上で、当該同意の有無にかかわらず、名

簿情報を提供する。 

①岡山市消防局 

②岡山市消防団 

③岡山県警察 

④民生委員児童委員 

⑤（社福）岡山市社会福祉協議会 

⑥自主防災組織 

⑦安全・安心ネットワーク 

⑧町内会等 

⑨岡山市地域包括支援センター 

⑩その他、避難支援等の実施に携わる関係者として市長が必要と認める

者 

(2)～(8)（略） 

２～８（略） 

 

 

第８章 防災対策の整備・推進 

第１節  防災に関する調査研究の推進 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 危険地域の実態把握 

【市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針の見直し 
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119 

 

 

 

 

 

 

 

119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

121 

 

 

法による災害危険区域の指定を受けた地域の現地調査を実施するとと

もに、その他の危険区域についてもその実態を把握する。 

①急傾斜地崩壊危険区域の把握 

②水害危険区域の把握 

③地すべり危険区域の把握 

④火災危険区域の把握 

⑤その他災害危険区域の把握 

 

２ 危険地域の被害想定 

【市】（略） 

また、土砂災害危険箇所の危険度を応急的に判断する技術者の養成及

び事前登録等の活用のため施策等を推進する。 

３（略） 

第２節 緊急物資等の整備 

第１項（略） 

第２項 実施内容 

１ 物資の備蓄・調達 

【市・県】 

大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤

立が想定されるなどの地理的条件や過去の災害等も踏まえて、必要とさ

れる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他

の物資について、あらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必

要な物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸送調

整等支援システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努

める。 

（略） 

 

 

法による災害危険区域の指定を受けた地域の現地調査を実施するとと

もに、その他の危険区域についてもその実態を把握する。 

①土砂災害警戒区域等の把握 

②水害危険区域の把握 

（削除） 

③火災危険区域の把握 

④その他災害危険区域の把握 

 

２ 危険地域の被害想定 

【市】（略） 

また、土砂災害警戒区域等の危険度を応急的に判断する技術者の養成

及び事前登録等の活用のため施策等を推進する。 

３（略） 

第２節 緊急物資等の整備 

第１項（略） 

第２項 実施内容 

１ 物資の備蓄・調達 

【市・県】 

大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤

立が想定されるなどの地理的条件や過去の災害等も踏まえて、必要とさ

れる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他

の物資について、あらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必

要な物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸送調

整等支援システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努

める。 

また、交通の途絶により地域が孤立した場合でも、食料・飲料水・医

薬品等の救援物資の緊急輸送が可能となるよう、無人航空機等の輸送手

段の確保に努めるものとし、必要に応じて国（消防庁）に支援を求め

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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122 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

128 

 

 

 

２～３（略） 

第３節 公共用地等の有効活用 

第１項（略） 

第２項 実施内容 

【市・県】 

避難場所、避難施設、備蓄等、防災に関する諸活動の推進に当たり、

公共用地・国有財産の有効活用を図る。 

 

 

 

 

第４節～第５節（略） 

 

第３部 災害応急対策計画 

第１章 防災組織 

第１節 防災体制 

（略） 

 災害対策本部及び災害警戒本部は、災害情報の収集、災害対策の実施

方針の作成等を行うとともに、必要に応じ、関係機関との連携の確保に

努める。また、本部長は、必要に応じ、関係行政機関、関係地方公共団

体、関係公共機関等に対し、資料・情報の提供等の協力を求める。ま

た、災害対策本部及び災害警戒本部は、災害情報を一元的に把握し、共

有することができる体制のもと、適切な対応がとれるよう努める。 

（新規） 

 

る。 

（略） 

２～３（略） 

第３節 公共用地等の有効活用 

第１項（略） 

第２項 実施内容 

【市・県】 

避難場所、避難施設、備蓄等、防災に関する諸活動の推進に当たり、

公共用地・国有財産の有効活用を図る。 

 また、所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害

の発生のおそれのある所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者

不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に基づく措置を活用した

防災対策を推進する。 

第４節～第５節（略） 

 

第３部 災害応急対策計画 

第１章 防災組織 

第１節 防災体制 

（略） 

 災害対策本部及び災害警戒本部は、災害情報の収集、災害対策の実施

方針の作成等を行うとともに、必要に応じ、関係機関との連携の確保に

努める。また、本部長は、必要に応じ、関係行政機関、関係地方公共団

体、関係公共機関等に対し、資料・情報の提供等の協力を求める。ま

た、災害対策本部及び災害警戒本部は、災害情報を一元的に把握し、共

有することができる体制のもと、適切な対応がとれるよう努める。 

 ただし、避難所の設置、避難誘導、水門・陸こうの閉鎖、道路啓開や

施設の機能確保といった各種応急対策にあたっては、職員自らの安全が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針の見直し 
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148

～ 

155 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160 

 

 
 

 

 

 

 

 

なお、災害のおそれが解消し又は災害応急対策がおおむね完了したと認

められるときは、これを解散する。 

１～８（略） 

第２章（略） 

第３章 防災活動 

第１節（略） 

第２節 気象予報・警報等の収集・伝達 

（共通事項：関係機関の役割の例、土砂災害警戒情報の伝達系統、洪水

予報通報伝達系統） 

陸上自衛隊（第 13特科隊） 

ＮＨＫ岡山放送局 

第３節 災害情報の収集・伝達 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 

２ 災害危険箇所等に関する情報の収集 

【市】 

(1)職員による情報の収集 

（略） 

①急傾斜地崩壊危険区域 

②～⑧（略） 

(2)～(3)（略） 

３（略） 

第４節～第５節（略） 

第４章（略） 

 

第５章 被災者の救助保護 

確保されることを前提とする。 

 なお、災害のおそれが解消し又は災害応急対策がおおむね完了したと

認められるときは、これを解散する。 

１～８（略） 

第２章（略） 

第３章 防災活動 

第１節（略） 

第２節 気象予報・警報等の収集・伝達 

（共通事項：関係機関の役割の例、土砂災害警戒情報の伝達系統、洪水

予報通報伝達系統） 

陸上自衛隊（中部方面特科連隊第３大隊） 

日本放送協会 

第３節 災害情報の収集・伝達 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 

２ 災害危険箇所等に関する情報の収集 

【市】 

(1)職員による情報の収集 

（略） 

（削除） 

①～⑦（略） 

(2)～(3)（略） 

３（略） 

第４節～第５節（略） 

第４章（略） 

 

第５章 被災者の救助保護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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175 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 災害救助法等の適用 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 

２ 適用基準 

【市】 

(1)適用基準 

 

（略） 

(2)～(3)（略） 

３～５（略） 

第２節 避難及び避難所の設置 

第１項～第２項（略） 

第１節 災害救助法等の適用 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 

２ 適用基準 

【市】 

(1)適用基準 

 

（略） 

(2)～(3)（略） 

３～５（略） 

第２節 避難及び避難所の設置 

第１項～第２項（略） 

 

 

 

 

 

 

 

表現の具体化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準１ 

（１号） 

住家が焼失、倒壊等によって滅失した世帯（住家滅失世帯）が 150 世帯以上の

場合。 

ただし、1 行政区に別表の「Ａ欄」の世帯数以上の場合は、その行政区にのみ摘

用する。（災害救助法施行令第１条第１項第１号） 

基準２ 

（２号） 

住家滅失世帯救が上記「基準１」に達しない場合でも、岡山県下で 1,500 世帯

以上、しかも、本市又は本市の区における住家滅失世帯数が別表の「Ｂ欄」の

世帯数以上の場合は、本市又はその行政区にのみ適用する。（災害救助法施行令

第１条第１項第２号） 

基準３ 

（３号） 

岡山県下の住家滅失帯数が 7.000 世帯以上で、しかも、本市の各行政区におけ

る住宅滅失世帯数が多数（住家滅失世帯数が次表の「Ｂ欄」に達していない

が、救助が必要な程度の被害（５世帯以上））の場合。（災害救助法施行令第１

条第１項第３号前段）（「5世帯以上」の根拠：災害救助事務取扱要領 P6 より） 

基準４ 

（４号） 

多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であっ

て、次の基準に該当するとき 

(1) 災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難

して継続的に救助を必要とすること。 

(2) 被災者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に

特殊の技術を必要とすること。 

（災害救助法施行令第１条第１項第４号） 

 

基準１ 

（１号） 

住家が焼失、倒壊等によって滅失した世帯（住家滅失世帯）が市全域で 150 世

帯以上の場合。 

ただし、市全域で 150 世帯未満かつ 1 行政区に別表の「Ａ欄」の世帯数以上の

場合は、その行政区にのみ適用する。（災害救助法施行令第１条第１項第１号） 

基準２ 

（２号） 

住家滅失世帯救が上記「基準１」に達しない場合でも、岡山県下で 1,500 世帯

以上かつ本市又は本市の区における住家滅失世帯数が別表の「Ｂ欄」の世帯数

以上の場合は、本市又はその行政区にのみ適用する。（災害救助法施行令第１条

第１項第２号） 

基準３ 

（３号） 

岡山県下の住家滅失帯数が 7.000 世帯以上かつ本市の各行政区における住宅滅

失世帯数が多数（住家滅失世帯数が次表の「Ｂ欄」に達していないが、救助が

必要な程度の被害（５世帯以上））の場合。（災害救助法施行令第１条第１項第

３号前段）（「5世帯以上」の根拠：災害救助事務取扱要領 P7より） 

基準４ 

（４号） 

多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であっ

て、次の基準に該当するとき 

(1) 災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難

して継続的に救助を必要とすること。 

(2) 被災者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に

特殊の技術を必要とすること。 

（災害救助法施行令第１条第１項第４号） 
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193 

 

 

 

 

第３項 実施内容 

１～１１（略） 

１２ 避難の誘導 

避難の誘導に当たっては、次の諸点に留意して行うものとする。 

【市】 

①～⑩（略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

【住民】（略） 

１３（略） 

１４ 指定避難所の開設及び運営 

(1)（略） 

(2)指定避難所の開設 

【市】（略） 

1)～2)（略） 

3)指定避難所の開設等に係る考え方 

①避難指示等の発令と同時に、発令対象地域の小・中学校、公民館を同

時に開設する。また、指定避難所の過密防止として、発令対象地域に隣

接する地域に位置する指定避難所も合わせて開設する。 

②～⑧（略） 

(3)～(4)（略） 

(5)指定避難所の運営管理 

第３項 実施内容 

１～１１（略） 

１２ 避難の誘導 

避難の誘導に当たっては、次の諸点に留意して行うものとする。 

【市】 

①～⑩（略） 

⑪新型インフルエンザ等感染症等（指定感染症及び新感染症を含む。）発

生時における自宅療養者等の被災に備えて、災害発生前からハザードマ

ップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行

うよう努めるものとする。また、自宅療養者等の避難の確保に向けた具

体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、自宅療養者等に対

し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努め、これらのことが円滑

に行えるよう新型インフルエンザ等感染症等発生前から関係機関との調

整に努めるものとする。 

【住民】（略） 

１３（略） 

１４ 指定避難所の開設及び運営 

(1)（略） 

(2)指定避難所の開設 

【市】（略） 

1)～2)（略） 

3)指定避難所の開設等に係る考え方 

①避難指示等の発令と同時に、発令対象地域の小・中学校、公民館を同

時に開設する。（削除） 

 

②～⑧（略） 

(3)～(4)（略） 

(5)指定避難所の運営管理 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針の見直し 
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196 

 

 

 

196 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市】（略） 

①～⑨（略） 

⑩避難所内の生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必

要な対策を講じる。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシー

の確保状況、簡易ベッド、パーティション等の活用状況、入浴施設設置

の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養

士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等

の状況、ごみ処理の状況等、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態

の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 

 

⑪～⑳（略） 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

【県】（略） 

(6)～(9)（略） 

１５～１６（略） 

第３節（略） 

第４節 飲料水の供給 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

【市】（略） 

①～⑨（略） 

⑩避難所内の生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努め

る。そのため、避難所開設当初からパーティションや簡易ベッド等を設

置するよう努めるとともに、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把

握に努め、必要な対策を講じる。また、避難の長期化等必要に応じて、

プライバシーの確保状況、簡易ベッド、パーティション等の活用状況、

入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護

師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の

確保、配食等の状況、ごみ処理の状況等、避難者の健康状態や指定避難

所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 

⑪～⑳（略） 

㉑在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必

要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行うものと

し、被災者支援に係る情報を支援のための拠点の利用者に対しても提供

するものとする。 

㉒車中泊避難を行うためのスペースが設置された場合は、車中泊による

避難者数、必要な物資数を集約するとともに、必要に応じ物資の補充等

を行うものとする。また、被災者支援に係る情報を車中泊による避難者

に対しても提供するものとする。この際、車中泊避難の早期解消に向

け、必要な支援の実施等に配慮するよう努める。 

【県】（略） 

(6)～(9)（略） 

１５～１６（略） 

第３節（略） 

第４節 飲料水の供給 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 

 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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203 

 

 

 

 

  

 

 

209 

 

 

 

１～４（略） 

５ 飲料水の確保 

【市】 

(1)水源の確保 

①浄水対策班は、次の水源の水量及び利用方法等について調査し、水源

の確保に努める。 

ア 上水道 

 

イ 吉井川及び旭川 

②給水対策班は、非常災害時の給水を円滑に実施するため、あらかじめ

管内の井戸水・受水槽・貯水槽の水等の水源の所在・水量及び利用方法

等について調査し、水源の確保に努める。 

(2)水源の衛生対策 

井戸水等の安全性を確保するため、塩素消毒を強化するとともに、塩素

濃度の測定を行い、適切に消毒されていることを監視し給水を行う。 

 

６～１１（略） 

第５節（略） 

第６節 医療・助産 

第１項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

・岡山市保健医療救護本部の設置 

・医薬品・医療機材等の備蓄 

１～４（略） 

５ 飲料水の確保 

【市】 

(1)水源の確保 

水道部（浄水・施設班）は、次の水源の水量及び利用方法等について

調査し、水源の確保に努める。 

上水道 

 
(削除) 

 

 

 

(2)臨時給水拠点の飲料水確保 

水道部（給水班）は、非常災害時の給水を円滑に実施するため、応急給

水栓設置校として指定している小中学校の受水槽の位置、容量及び給水

に必要な器具等を定期的に調査、確認する。 

６～１１（略） 

第５節（略） 

第６節 医療・助産 

第１項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

・岡山市災害保健医療調整本部の設置 

・医薬品・医療機材等の調達 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

訂正 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

施設名 所在地 １日最大供給量 施設名 所在地 １日最大供給量 

三野浄水場 北区三野一丁目２－１ １９１,０００ m3 矢原浄水場 北区御津矢原５８０ ５,８００ m3 

旭東浄水場 北区今在家４６２－４ ５２,０００  宇垣浄水場 北区御津宇垣６４２－２５ １,０００  

山浦浄水場 北区祇園８２４－１ ２０,０００  川口浄水場 北区建部町川口２０９ ４,１００  

牟佐浄水場 北区牟佐１５１３ ５,０００  大内浄水場 東区瀬戸町大内１８２０ １４,９１３  

 

施設名 所在地 １日最大供給量 施設名 所在地 １日最大供給量 

三野浄水場 北区三野一丁目２－１ １９１,０００ m3 矢原浄水場 北区御津矢原５８０ ５,８００ m3 

旭東浄水場 中区今在家４６２－４ ５２,０００  宇垣浄水場 北区御津宇垣６４２－２５ １,０００  

山浦浄水場 中区祇園８２４－１ ２０,０００  川口浄水場 北区建部町川口２０９ ４,１００  

牟佐浄水場 北区牟佐１５１３ ５,０００      
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210 

 

 

 

 

 

 

（略） 

【日赤県支部】 

・岡山市保健医療救護本部への参画 

（略） 

【医療機関（岡医連・市医師会・おかやまＤＭＡＴ）】 

・岡山市保健医療救護本部 

（略） 

①被災者に対する医療救護は、岡山市保健医療救護計画に基づき、保健

福祉部（保管管理班・保健所班）を岡山市保健医療救護本部とし、関係

各部・関係者と緊密な連携をとり実施する。 

②医療救護は、岡医連・市医師会・日赤県支部及び県警察等防災関係機

関の協力を得て行う。 

第３項 実施内容 

１ 実施体制等 

【市・日赤県支部・医療機関】 

岡山市保健医療救護本部には、総務チーム、医療救護チーム及び保

健・衛生チームを設けるとともに、医療救護班の派遣調整等を行う岡山

市災害医療対策会議を設置する。なお、岡山市災害医療対策会議には、

岡山県が委嘱する災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエ

ゾンの派遣を要請する。 

 

２ 医療救護班の編成 

【日赤県支部・医療機関】 

災害現地において、医療救護を実施するため、次の基準により医療救

護班を編成し、広域災害医療情報システム、岡山県総合防災情報システ

ム等を活用し、災害の規模、傷病者の発生状況等を把握し、必要に応じ

て出動するものとする。また、必要時には災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）等他からの援助を受入れる。 

（略） 

【日赤県支部】 

・岡山市災害保健医療調整本部への参画 

（略） 

【医療機関等】 

・岡山市災害保健医療調整本部 

（略） 

①被災者に対する医療救護に関する調整は、岡山市保健医療救護計画に

基づき、保健福祉部（保管管理班・保健所班）を岡山市災害保健医療調

整本部とし、関係各部・関係者と緊密な連携をとり実施する。 

②医療救護は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）をはじめとする支援医

療救護班、市内医療機関等が県警察等防災関係機関の協力を得て行う。 

第３項 実施内容 

１ 実施体制等 

【市・日赤県支部・医療機関】 

岡山市災害保健医療調整本部には、総務チーム、医療救護チーム及び

保健・衛生チームを設けるとともに、医療救護班の派遣調整等を行う岡

山市災害医療対策会議の運営の準備をする。市は、県災害保健医療福祉

調整本部に、医療救護班、災害医療コーディネーター及び災害薬事コー

ディネーターの岡山市災害医療対策会議への派遣を要請する。また、市

医師会、岡医連に、協定に基づき医師の派遣を要請する。 

２ 医療救護班の編成 

【市・日赤県支部・医療機関】 

災害現地において、医療救護を実施するため、医療救護班を編成し、

広域災害医療情報システム、岡山県総合防災情報システム等を活用し、

災害の規模、傷病者の発生状況等を把握する。また、必要時には災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）等他

からの援助を受入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

各部より意見の

あったもの 

 

 

 

表現の適正化 
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(1)医療救護班の編成基準 

①岡医連・市医師会の医療救護班は、医師１名、看護師２名（帯同）及

び補助者若干名をもって編成し、班長は医師とする。 

班長は、看護師を帯同できない等により必要とするときは、消防救急隊

員・保健師等市職員の応援を求めて、医療救護班を編成する。 

②日赤救護班は、「災害救護計画」に定めるところによる。 

１箇班の編成基準：班長（医師）１名・看護師長１名・看護師２名・主

事１名 

(2)医療救護班の編成 

1)岡医連・市医師会医療救護班 

岡医連・市医師会の医療救護班は２８班とし、各医師会ごとの内訳は次

のとおりである。 

西大寺医師会４班御津医師会４班 

北児島医師会２班都窪医師会２班赤磐医師会２班 

岡山市医師会１４班 

2)日赤救護班 

日本赤十字社救護規則（昭和３０年本達甲４号）により、日赤県支部に

おいて９班を常備している。 

 

３ 救護所の設置 

【市】 

①保健所長は、救護所を広域災害医療情報システム、岡山県総合防災情

報システム等を活用し、災害の規模、傷病者の発生状況等を把握し、必

要に応じて「第２節避難及び避難所の設置」に定める避難所又は災害現

場に設置する。 

 

②発災地周辺の医療施設の協力が得られるときは、その医療施設に救護

所を開設する。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 救護所の設置 

【市】 

①保健所長は、広域災害医療情報システム、岡山県総合防災情報システ

ム等を活用し、災害の規模、傷病者の発生状況等を把握し、「第２節避難

及び避難所の設置」に定める避難所又は災害現場に災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）等支援医療救護班を派遣する。また、必要に応じて救護所

を設置する。 

（削除） 

 

各部より意見の

あったもの 

 

 

 

 

 

 

 

各部より意見の
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４ 医療救護の実施 

(1)医療救護班の派遣要請 

【市】 

①市は、災害の状況により医療救護を必要と認めた場合、岡医連・市医

師会に医療救護班の派遣を要請する。 

 

②（略） 

③要請は、保健所長から岡医連理事長及び市医師会長に対して行うのを

原則とする。 

④緊急の場合の要請は、保健福祉部又は消防情報司令課から岡医連の副

理事長、市医師会副会長、災害救急医療委員のいずれかに対して要請す

るが、この場合要請を行った後、速やかに前記③の方法により追認す

る。 

⑤医療救護班を要請する場合は、次の系統により通報連絡する。 

⑥ア 医療救護班の要請に係る通報連絡系統図 

(2)医療救護班の輸送 

【日赤県支部・医療機関】 

①日赤救護班は日赤の救護車両等により、救護所に直行する。 

②岡医連・市医師会医療救護班は、タクシー等の交通機関又は医師会員

の所在する車両により、救護所に直行する。ただし、災害の状況により

必要ある場合は、あらかじめ指定した集結場所に集合し、市が調達した

車両等で救護所に行くものとする。 

【市】 

①緊急車両による先導及び救護所までの間のトラブルを回避するため、

県警察等防災関係機関と緊密な連携をとる。 

(3)医療救護活動 

【市・日赤県支部・医療機関】 

①医療救護班の業務は次のとおりとする。 

４ 医療救護の実施 

(1)医療救護班の派遣要請 

【市】 

①市は、災害の状況により医療救護を必要と認めた場合、県災害保健医

療福祉調整本部を通じて、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）をはじめと

する支援医療救護班の派遣を要請する。 

②（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

③医療救護班を要請する場合は、次の系統により通報連絡する。 

④ア 医療救護班の要請に係る通報連絡系統図 

(2)医療救護班の輸送 

（削除） 

 

 

 

 

 

【市】 

①緊急車両による先導及び救護所までの間のトラブルを回避するため、

県警察等防災関係機関と緊密な連携をとる。 

(3)医療救護活動 

【市・日赤県支部】 

①医療救護班の業務は次のとおりとする。 
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ア 傷病者の選別（後方医療施設への転送順位の決定を含む） 

イ 傷病者に対する応急処置 

ウ 死亡の確認 

エ その他状況に応じた処置 

 

 

 

 

②市と岡医連・市医師会は緊密な連携により、医療救護活動を実施する

が、医療救護班に係る指揮命令は、保健所長が岡医連理事長及び市医師

会会長と連携・協力して行う。 

③医療救護班は、原則として救護所でその業務を実施する。ただし、傷

病者の状況により医師・看護師が災害現場に出向く必要がある場合は、

直接現場でその業務の一部を行う。 

④トリアージタッグへの住所・氏名等の記入は市職員が行い、トリアー

ジに関する項目及び裏面の負傷箇所等は、医療救護班が記入する。現場

に市職員がいない場合は、医療救護班により住所・氏名等を記入する。 

※１ トリアージ：多数の傷病者が発生した場合に、傷病の緊急度や程

度に応じ、適切な搬送・治療を行うために傷病者を分類すること。 

※２ トリアージタッグ：トリアージを効果的に行うために傷病者につ

ける識別表。 

⑤傷病者の救出及び誘導は、消防救助隊員等が防災関係機関と連携して

行う。 

⑥医師の指示により、消防救急隊員・保健師・看護師等は、傷病者の選

別及び応急処置を補助する。 

⑦重症患者等で、医療救護班では必要な医療を実施できないと医師が判

断した場合は、救急隊はその旨を消防現場指揮本部に報告し、消防現場

指揮本部は消防情報司令課と交信し、後方医療施設に搬送する。 

ア 傷病者の選別（救急告示病院への転送順位の決定を含む） 

イ 傷病者に対する応急処置 

ウ 死亡の確認 

エ その他状況に応じた処置（被災により中断した継続を要する医療の

再開を含む） 

（削除） 

 

 

②医療救護班は、救護所または避難所等へ巡回し、その業務を行う。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 
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⑧救護所でのトリアージで死亡が判明した者及び救護所内で死亡した傷

病者については、遺体収容所での収容安置のために、速やかに福祉事務

所班に引き継ぐ。引き継ぐまでに時間を要する場合は、保健所班が救護

所とは別に、遺体安置所を設け一時的に安置する。 

⑨医療救護活動における指揮体制及び救護所における傷病者取り扱いの

流れは、次のとおりである。 

５ 後方医療施設 

【市・医療機関】 

①市は、病院開設者の承諾を得て、後方医療施設を指定する。 

②後方医療施設は、医療救護班から転送されてきた重症患者等を受入

れ、診察・治療する。 

③後方医療施設及びその他の医療機関の診察状況の情報収集に当たって

は、岡山県災害・救急医療情報システム等も活用する。 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 医薬品・医療機材等の調達 

【市・医療機関】 

①（略） 

②携行した医薬品・医療材料が不足した場合、現場指揮本部はあらかじ

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 救急告示病院 

①救急告示病院は、平時から発災時の業務継続計画（ＢＣＰ）を策定

し、災害時にも継続して医療を提供できる体制を整備する。 

②発災後、救急告示病院は、あらかじめ策定した業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）に基づいて速やかに広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

により、被災状況を市災害保健医療調整本部に報告するとともに、可及

的速やかに診療を再開できるよう努める。 

③災害拠点病院は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）をはじめとする支

援医療救護班から受け入れ調整された患者を受け入れる。 

④災害拠点病院以外の救急告示病院は、災害拠点病院から搬送された重

症患者を受け入れる。 

６ 医薬品・医療機材等の調達 

【市・医療機関】 

①（略） 

②携行した医薬品・医療材料が不足した場合、市災害保健医療調整本部
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め指定した業者から、速やかに調達する。 

③市は、救護所において必要な物資を備蓄する。 

 

④輸血用血液製剤が必要な場合は、岡山県赤十字血液センターにその供

給を依頼するほか、市民に対して協力を要請する。 

 

７ 県の応援等 

【県】 

市の地域内の機関によっては、十分な医療救護ができないと認めたと

きは、県地域災害保健医療調整本部に医療救護の実施に必要な要員及び

資機材について応援を要請する。 

８ 災害救助法が適用された場合の取り扱い 

 本市を含む複数の県内市町村に災害救助法が適用される災害が発生し

た場合には、県災害保健医療調整本部による総合調整の下で保健医療活

動を行う。 

９ 医療救護に係る費用・機関等の措置方法 

医療救護の対象者・範囲・期間及び費用の基準等については、次のとお

りとする。 

①～②（略） 

③集団的におおむね 10 人以上の傷病者が生じた災害等が発生した場合

は、岡医連及び市医師会と締結した「災害時の医療救護活動についての

協定書」及び「災害時の医療救護活動に係る実施細目」により実施す

る。 

１０～１３（略） 

第７節 遺体の捜索・収容・埋火葬等 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 

に要請する。 

③市は、県災害保健医療福祉調整本部に要請し、必要な物資を調達す

る。 

（削除） 

 

 

７ 県の応援等 

【県】 

市の地域内の機関によっては、十分な医療救護ができないと認めたと

きは、県地域災害保健医療福祉調整本部に医療救護の実施に必要な要員

及び資機材について応援を要請する。 

８ 災害救助法が適用された場合の取り扱い 

 本市を含む複数の県内市町村に災害救助法が適用される災害が発生し

た場合には、県災害保健医療福祉調整本部による総合調整の下で保健医

療活動を行う。 

９ 医療救護に係る費用・機関等の措置方法 

医療救護の対象者・範囲・期間及び費用の基準等については、次のとお

りとする。 

①～②（略） 

（削除） 

 

 

 

１０～１３（略） 

第７節 遺体の捜索・収容・埋火葬等 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１（略） 
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２ 検視・遺体安置所の開設 

【市】 

(1)遺体の検視・安置 

多数の死者が生じ遺体の検視・安置の必要がある場合、総括事務本部

（遺体取扱係）は事前に選定した検視・遺体安置所を開設し、関係職員

を派遣し、県警察に検視を要請するとともに、遺族・親族への引き渡し

が終了するまでの間、又は埋火葬が行われるまでの間、一時収容し安置

する。なお、比較的遺体が少ない場合は、県警察や葬祭事業者等の遺体

安置所の開設を要請する。 

 

(2)～(3)（略） 

３～６（略） 

第８節～第１１節（略） 

第６章～第７章（略） 

 

第８章 保健衛生 

第１項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

・保健活動班の編成 

・指定避難所等への保健師等の派遣 

・浸水家屋等の消毒 

・指定避難所における感染症対策 

（略） 

【日赤県支部・岡山市内医師会連合会・一般社団法人岡山市医師会】 

・保健活動班の編成 

第３項 実施内容 

１ 保健活動・予防措置活動組織 

２ 検視・遺体安置所の開設 

【市】 

(1)遺体の検視・安置 

多数の死者が生じ遺体の検視・安置の必要がある場合、総括事務本部

（遺体取扱係）は事前に選定した検視・遺体安置所（岡山ドーム・岡山

市総合文化体育館・六番川水の公園体育館等）を開設し、関係職員を派

遣し、県警察に検視を要請するとともに、遺族・親族への引き渡しが終

了するまでの間、又は埋火葬が行われるまでの間、一時収容し安置す

る。なお、比較的遺体が少ない場合は、県警察や葬祭事業者等の遺体安

置所の開設を要請する。 

(2)～(3)（略） 

３～６（略） 

第８節～第１１節（略） 

第６章～第７章（略） 

 

第８章 保健衛生 

第１項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

・保健活動の実施 

・指定避難所等への保健師等の派遣 

（削除） 

・指定避難所、在宅避難者等に対しての感染症対策 

（略） 

【日赤県支部】 

・保健衛生活動の実施 

第３項 実施内容 

１ 保健活動・予防措置活動体制 

 

 

 

表現の具体化 
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【市】 

(1)保健活動班の編成 

 必要と認めるときは、岡医連・市医師会又は日赤県支部に要請して、

医療救護班又は救護班を保健活動班とする。（「第３部第５章第６節医

療・助産」を参照。） 

保健活動を実施するため、次により保健活動班を編成する。 

 保健技術者２～３名・連絡記録者１名 

 

(2)予防措置班の編成 

 予防措置を実施するため、予防措置班を編成する。 

 衛生技術者２～３名、連絡記録者１名 

２ 保健活動の実施 

【市】 

(1)保健指導等の実施 

 健康上での被災状況を踏まえて、被災地及び指定避難所に保健師・栄

養士・歯科衛生士等を派遣し、保健指導及び衛生指導を実施する、合わ

せて必要な指導を行う。 

(2)健康診断及び感染症予防指導の実施 

 保健所班は、指定避難所・冠水地域・その他被災地域における感染症

の発生状況を調査（疫学調査）し、必要により健康診断を実施する。 

(3)（略） 

(4)臨時予防接種の実施 

 知事の指示があった場合は、保健所班は、感染症の発生を予防するた

め、予防接種が必要となった場合は、ワクチン等を確保し、対象地域及

び期間を定めて臨時の予防接種を実施する。 

(5)感染症患者発生時の措置 

 感染症が探知された場合、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律および新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、

【市】 

(1)人員確保 

 保健活動を実施するため、災害保健医療調整本部において、指定避難

所等に派遣すべき保健師等の必要数を検討する。必要と認めるときは、

県災害保健医療福祉調整本部に保健師等災害派遣チームの派遣を要請す

る。（「第３部第５章第６節医療・助産」を参照。） 

 保健活動を実施するため、次により保健活動班を編成する。 

 保健技術者２～３名・連絡記録者１名 

（削除） 

 

 

２ 保健活動の実施 

【市】 

(1)保健指導等の実施 

 健康上での被災状況を踏まえて、指定避難所及び在宅避難者等に保健

師・栄養士・歯科衛生士等を派遣し、保健指導及び衛生指導を実施す

る、合わせて必要な指導を行う。 

(2)健康診断及び感染症予防指導の実施 

 指定避難所・冠水地域・その他被災地域における感染症の発生状況を

調査（疫学調査）し、必要により健康診断を実施する。 

(3)（略） 

(4)臨時予防接種の実施 

 知事の指示があった場合は、感染症の発生を予防するため、予防接種

が必要となった場合は、ワクチン等を確保し、対象地域及び期間を定め

て臨時の予防接種を実施する。 

(5)感染症患者発生時の措置 

感染症が探知された場合、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律および新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、

 

各部より意見の

あったもの 
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240 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

速やかに保健指導・消毒・収容等必要な措置を行う。 

(6)（略） 

３ 予防措置の実施 

【市】 

(1)浸水家屋等の消毒 

①被災地における感染症の発生を予防し、まん延を防止する必要がある

と認められる場合は、地区別実施計画により浸水家屋等の消毒を実施す

る。 

②指定避難所の衛生的な管理を図るため指定避難所を巡回指導し、炊事

場・便所等に、適切な消毒剤を使用し消毒を実施する。 

(2)消毒薬剤の配布 

 被災地が広い等、市民の協力を得る必要があると認められる場合は、

被災世帯に対して、必要に応じて、消毒薬剤を配布し、消毒方法を指導

する。 

(3)ねずみ・昆虫等の駆除 

 （略） 

(4)指定避難所における感染症対策 

 指定避難所においては、岡山市避難所運営マニュアルに基づき、避難

者の健康状態の調査、防疫活動を実施する。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

４ 食品衛生の監視 

【市】 

速やかに保健指導・収容等必要な措置を行う。 

(6)（略） 

３ 予防措置の実施 

【市】 

(1)被災世帯に対しての指導 

 浸水家屋の床下や庭等の消毒は不要であることを伝え、浸水箇所の清

掃と乾燥の必要性について指導を行う。 

 また、必要に応じて消毒等の感染症予防について指導を行う。 

 

 

 

 

 

 

(2)ねずみ・昆虫等の駆除 

 （略） 

(3)指定避難所における感染症対策 

 指定避難所においては、岡山市避難所運営マニュアルに基づき、避難

者の健康状態の調査、防疫活動を実施する。また、必要に応じ、災害時

感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ）等の派遣を迅速に要請する。 

(4)仮設トイレの設置 

 指定避難所の生活環境を確保するため、必要に応じ、リース業者等の

協力を得て、仮設トイレやマンホールトイレを早期に設置するととも

に、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等のより快適なトイレ

の設置に配慮するよう努める。 

 

４ 食品衛生の監視 

【市】 
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242 

 

 

 

（略） 

(1)救護食品の監視及び試験検査 

（略） 

(2)（略） 

(3)冠水した食品関係業者の監視指導 

 冠水した食品関係業者に対して、消毒・洗浄の実施・冠水食品の廃

棄・営業の再開等について、必要により監視指導を実施する。 

５ 被災ペットの保護 

【市】 

県と連携を図りながら、犬、猫等の一般の被災ペットの保護、収容に

ついて、家庭動物への所有明示による所有者情報の把握等情報収集を行

うとともに、（公益社団法人）岡山県獣医師会や動物愛護団体と連携をと

りながら対応する。 

 また、特定動物の収容については、届け出施設や動物園等と連携し対

応するとともに、必要に応じて県警察、消防機関等に応援を要請する。 

（略） 

６（略） 

 

第９章 清掃 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ ごみ処理 

【市】 

(1)収集順位 

災害発生時のごみには、浸水等による流出流動ごみや建物の損壊・焼

損等によって発生するごみと、日常生活を営むことによって発生するご

みとがある。これらのごみの収集に当たっては、被災地の状況あるい

（略） 

(1)食品の監視及び試験検査 

（略） 

(2)（略） 

(3)被災した食品関係業者の監視指導 

 被災した食品関係業者に対して、被害状況の確認、営業の再開等につ

いて、必要により監視指導を実施する。 

５ 被災ペットの保護 

【市】 

県と連携を図りながら、犬、猫等の一般の被災ペットの保護、収容に

ついて、所有明示による所有者情報の把握等情報収集を行うとともに、

（公益社団法人）岡山県獣医師会や動物愛護団体と連携をとりながら対

応する。 

 また、特定動物の収容については、許可施設や動物園等と連携し対応

するとともに、必要に応じて県警察、消防機関等に応援を要請する。 

（略） 

６（略） 

 

第９章 清掃 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ ごみ処理 

【市】 

(1)収集順位 

災害発生時のごみには、被災したものを片づける際に排出される片づ

けごみや建物の損壊・焼損等によって発生するごみと、日常生活を営む

ことによって発生するごみとがある。これらのごみの収集に当たって

は、被災地の状況あるいは、被災世帯における屋内清掃状況等を勘案し

 

 

 

 

表現の適正化 
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災害廃棄物処理
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243 

 

 

 

 

 

 

 

は、被災世帯における屋内清掃状況等を勘案して実施するが、保健衛生

上の点から次の順位により優先して実施するものとする。 

（略） 

(2)略 

(3)処理方法 

収集したごみは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」の

基準により、分別後、焼却、埋立及びリサイクルによって処理す

る。なお、がれきの処分に当たっては、適切な分別の実施により可

能な限り再生利用と減量化に努めるとともに、アスベストの飛散防

止措置を講ずる。なお、処理の進捗状況をふまえ、災害廃棄物の破

砕・分別を徹底し、木くずやコンクリートがら等のリサイクルを図

る。 

 

①燃焼物…仮置場に一時保管後、適正に処理する。 

②不燃焼物…仮置場に一時保管後、適正に処理する。 

(4)（略） 

２ し尿処理 

【市】 

(1)（略） 

(2)収集方法 

環境事業班は、ごみ収集に準じて実施する。 

(3)～(5)（略） 

３～４（略） 

第１０章～第１３章（略） 

 

第１４章 事故災害応急対策 

第１節～第９節（略） 

第１０節 有害ガス等災害対策 

て実施するが、保健衛生上の点から次の順位により優先して実施するも

のとする。 

（略） 

(2)（略） 

(3)処理方法 

収集したごみは、開設した集積所及び仮置き場へ搬入し、「廃棄物

の処理及び清掃に関する法律施行令」の基準により、分別後、焼

却、埋立及びリサイクルによって処理する。なお、がれきの処分に

当たっては、適切な分別の実施により可能な限り再生利用と減量化

に努めるとともに、アスベストの飛散防止措置を講ずる。なお、処

理の進捗状況をふまえ、災害廃棄物の破砕・分別を徹底し、木くず

やコンクリートがら等のリサイクルを図る。 

 

（削除） 

（削除） 

(4)（略） 

２ し尿処理 

【市】 

(1)（略） 

(2)収集方法 

環境収集班は、ごみ収集に準じて実施する。 

(3)～(5)（略） 

３～４（略） 

第１０章～第１３章（略） 

 

 

第１４章 事故災害応急対策 

第１節～第９節（略） 
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第１項 方針 

特定施設等について故障・破損その他の事故が発生し、ばい煙・特定物

質・有害物質又は有害ガス（以下「有害ガス等」という。）が、大気中又

は公共用水域に多量に排出された場合は、地域住民の人体に重大な被害

を及ぼすおそれがあるので、直ちに応急の措置を講じるとともに、速や

かに復旧措置を講じる。 

第２項～第３項（略） 

第１１節（略） 

 

第１５章 集団事故災害対策 

第 1項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

総合救急対策本部を設置 

【県】 

総合緊急対策本部に参加 

【自衛隊】 

県からの要請を受けて出動 

【海上保安庁】 

総合緊急対策本部に参加、応急活動及び連絡調整 

【日赤県支部・医療機関】 

市長（対策本部）の要請により応援部隊を派遣 

（新規） 

 

第３項 実施内容 

１～６（略） 

８ 医療救護 

【市】 

第１０節 有害ガス等災害対策 

第１項 方針 

特定施設等について故障・破損その他の事故が発生し、有害ガス等が、

大気中又は公共用水域に多量に排出された場合は、地域住民の人体に重

大な被害を及ぼすおそれがあるので、直ちに応急の措置を講じるととも

に、速やかに復旧措置を講じる。 

 

第２項～第３項（略） 

第１１節（略） 

 

第１５章 集団事故災害対策 

第１項（略） 

第２項 関係機関の役割の例 

【市】 

総合救急対策本部を設置 

【県】 

総合緊急対策本部に参加 

【自衛隊】 

県からの要請を受けて出動 

【海上保安庁】 

総合緊急対策本部に参加、応急活動及び連絡調整 

【日赤県支部・医療機関】 

市長（対策本部）の要請により応援部隊を派遣 

【災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等支援医療救護班】 

医療救護 

第３項 実施内容 

１～６（略） 

７ 医療救護 
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 多数の傷病者が生じた場合（おおむね１０人以上）は、必要により岡

医連・市医師会・日赤県支部に対して、医療救護班の派遣を要請して医

療救護を実施する。 

【岡医連・市医師会】 

 総合救急対策本部又は保健福祉局幹部職員並びに、消防情報司令課か

ら要請があった場合、また災害の発生が明らかな場合については、「第３

部 第５章 第６節 医療・助産」に定めたところにより、医療救護を

実施する。 

９ 自衛隊の応援 

（略） 

１０ 費用負担 

（略） 

 

第１６章 自衛隊の災害派遣 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 災害派遣要請権者及び災害派遣命令者 

(1)（略） 

(2)災害派遣命令者 

陸上自衛隊第１３特科隊長 

海上自衛隊呉地方総監 

航空自衛隊西部航空方面隊司令 

２～５（略） 

第１７章～第２１章（略） 

第４部 災害復旧・復興計画 

第１節（略） 

第２節 被災者等の生活再建等の支援 

【県】 

 傷病者の発生状況等により必要と判断したとき、又は消防機関からの

要請があったときは、協定に基づいて関係機関に災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）の出動を要請する。 

（削除） 

 

 

 

８ 自衛隊の応援 

（略） 

９ 費用負担 

（略） 

 

第１６章 自衛隊の災害派遣 

第１項～第２項（略） 

第３項 実施内容 

１ 災害派遣要請権者及び災害派遣命令者 

(1)（略） 

(2)災害派遣命令者 

陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊長 

海上自衛隊呉地方総監 

航空自衛隊西部航空方面隊司令 

２～５（略） 

第１７章～第２１章（略） 

第４部 災害復旧・復興計画 

第１節（略） 

第２節 被災者等の生活再建等の支援 

 

上位計画と整合

を図ったもの 
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訂正 

 

訂正 

 

訂正 
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第１項～第２項(略） 

第３項 実施内容 

(1)住まいの確保 

【市・県】（略） 

【市】 

被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被

害認定調査など、それぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保

険損害調査との違い等について、被災者に明確に説明する。 

【県】（略） 

(2)～(5)（略） 

(6)迅速な罹災証明書の交付 

【市】 

（略） 

住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、

適切な手法により実施する。 

罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証

明書の交付の担当部局を定める。 

 住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当

部局が非常時に情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じ

て、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家

被害の調査・判定を早期に実施できるよう努める。 

【県】（略） 

(7)（略） 

以下、（略） 

 

 

 

第１項～第２項(略） 

第３項 実施内容 

(1)住まいの確保 

【市・県】（略） 

【市】 

被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、それぞれの調査の

必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被

災者に明確に説明する。 

【県】（略） 

(2)～(5)（略） 

(6)迅速な罹災証明書の交付 

【市】 

（略） 

住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真等を活用するなど、適切な手法により実施する。 

罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証

明書の交付の担当部局を定め、住家被害の調査・判定を早期に実施でき

るよう努める。 

 

 

 

 

【県】（略） 

(7)（略） 

以下、（略） 
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